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Top Message

不動産業界は今、従来の人手不足、エネルギー価格の高騰に加えて、

金融政策の変更に伴う金利の上昇も予想されることから大転換期を迎えようとしています。

物件購入に対する消費マインドの低下が憂慮されますが、

私はこの不動産業界へのさらなる逆風こそ他社にない成長を実現できる好機であると捉えています。

「住まい」の在り方を、IT等を活用して再定義し、

３つの戦略を実行することで居住者、地域の皆さまに愛される成長企業を目指します。

１つ目に、エネルギー価格の上昇が家計に悪影響を及ぼして

いる状況を鑑み、大幅な省エネを実現する当社製品「エコ

キューブ」を自社・FC事業者の皆さまと拡販していきます。
快適な住まいは当たり前、加えて、環境課題まで解決する

ソリューションをリノベーションによって実現できる会社は

まだ少ない。私たちはリノベーション業界のリーディング

カンパニーとして、社会全体の温室効果ガス削減に貢献

することを経営戦略に取り込み、同業他社との差別化を

インテリックスは社会に果たすべき使命として、「人と社会と

新しい価値をつなぎ、幸せをつくる」を掲げ、「つぎの価値を測

る」をスローガンに、全社一丸となってすべての人にリノベー

ションで豊かな生活を提供できるよう取り組んできました。そ

してこれからのインテリックスは、物件や施設を単なる不動産

や物件ではなく「空間」として捉え、仕入れ・売却といったフロー

ビジネスに加え、自社プラットフォーム等を活用し、お客様との

代表取締役社長　俊成誠司

リノベーションから
空間革命のインテリックスへ

空間の持つ可能性をお客様と社会に開放する。

強化します。

２つ目に、不動産取引における大きな課題は、売主/買主双方
における情報の非対称性です。これをITによって改善すること
を目指し、セルフ内見システムの「スマビュー」を当社物件で

の本格導入をスタートさせます。

最後に、独自のプラットフォームである「FLIE」を通じた物件
販売、「エコキューブ」などのサービス拡充を実現することで

顧客満足と当社の成長の両立を実現します。

継続的なタッチポイントをつくり出しながら、ITも活用するこ
とで、「空間」の持つ可能性をお客様と社会に開放することに

も挑戦します。

それは、「リノベーション×IT×異業種との共創」によりインテ
リックスから始まる空間革命です。これからはSpace as a 
Service（SaaS）企業として、さらなる成長を目指してまい
ります。リスクを成長機会に変える3つの戦略

お客様と社会のために空間革命に挑戦し、さらなる成長へ

上期の連結業績は、売上高179億円、営業利益189百万円となり前年同期に比べて、増収減益となりました。中間配当に
つきましては期初予想通り、1株につき9円とさせていただきました。主力事業であるリノベーション事業分野は、成長投資を
見据えバランスシートの強化、収益性改善及び高付加価値化に取り組み販売件数、平均単価ともに増加しました。ソリュー

ション事業分野で上期に予定していた一棟収益物件の販売時期が下期へ期ずれしたことが減益要因となりました。販売

用不動産は2月から4月にかけての繁忙期に向け在庫を順調に積み上げており、期初通期業績計画を据え置いております。

2023年5月期第2四半期  業績概要

不動産業界で顕在化する課題を成長機会へ
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［  リノヴェックスマンション事業  ］

［  リノベーション内装事業  ］

［  不動産直販プラットフォーム事業  ］

［  フランチャイズ事業  ］

収益性向上に向けた重点施策

エコキューブの大規模プロモーション
キービジュアル・CMキャラクターに比嘉愛未さんを起用。テレビCMをはじめとしたメディアミックス
により、より効果的な認知向上・問合わせ獲得を目指します。

詳しくは
P9-P10を
ご覧ください

ユーザビリティ向上のためのIT投資
スマホでいつでも自由に物件内覧ができる、非接触型のセルフ内見
システム「スマビュー」を自社開発（特許取得済）。実証実験を行い、
下期に導入物件が増加予定です。

中期経営計画達成に向けた3つの取り組み

　［中期経営計画  FY2023-2025 ］ サステナブルなインテリックスの成長を目指して

下期より
認知拡大のため各種

プロモーションを
本格化

■  中古住宅再生流通事業（リノヴェッ
クスマンション事業）の仕入価格帯
の引き上げ（将来の売価への反映）

「保有物件の選択と集中」の推進

■  一棟収益物件の下期売却を計画

■ 京都の町家物件において流動化・収益
化の両立を目指す

リノベーション事業分野 ソリューション事業分野

●  不動産直販専門サイトとして日本最大級の規模
●  物件掲載数2,000件を突破  （2022年12月現在）

●  下期より物件掲載エリアを、首都圏から全国に拡大

■  新製品
・省エネリノベーション（エコキューブ）の拡販に向けたPR
・取扱事業者（フランチャイズ）の拡大
■  ＩＴ投資
物件のセルフ内見システム（スマビュー）の導入、不動産直販プラットフォーム（FLIE） 
への投資強化
■  ファイナンス
SDGs関連の大型ファイナンス（33億円）の組成に成功

省エネリノベーション

■  時流を捉えた商品の導入による高付加価値物件の開発
■  販売価格のアップによる収益性の向上

エコキューブ

■ 上期におけるエコキューブ物件の販売件数と導入率 ■ FLIEの物件掲載数

エコキューブを核とした収益性向上 FLIEとは？

POINT!POINT!

※ 当社子会社リコシスは、エコキューブの開発・FC事業を行っています。

物件構造上の制限（1階、最上階、ダクトのサイズ
と個数等）に対応した施工技術の開発により、導入

率向上へ。

「先行指標」である着工ベース（単月）のエコキューブ

導入率は、2022年12月に21％となり、導入が進展。

今後はFLIEならではのリノベーション物件や住宅
ローン、保険などサービスを充実させることにより、

より多くのお客様とのタッチポイントを増やすことで更

なる事業展開を推進。

エコキューブ物件の拡販

エコキューブ内装受注の拡大

FLIEにて省エネ物件の直販拡充
リコシス※にてFC加盟店の拡充

不動産取引のDX化

■  不動産売買における情報の非対称性をIT技術活用により改善
■  成約率アップ及び潜在顧客の開拓を通じた収益性向上

不動産直販プラットフォーム（FLIE：フリエ）

当期を“意志ある踊り場“と位置づけ、将来への布石を打つ3

リノベーション事業分野 ソリューション事業分野

■  中古住宅再生流通（リノヴェックスマン
ション）事業における販売価格の継続
的な値上げを目指す

■  収益性の高いリノベーション内装事業
の受注拡大

■  ホテル宿泊事業の回復基調が継続

■ 不動産小口化商品（アセットシェア
リング）の拡大に向けた準備進む

収益性・流動性の改善（P/L）2バランスシートの強化に向けたリバランス（B/S）1

Key Measures 

FLIEは、売主直販なので

仲介手数料無料！
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インテリックスグループは、事業活動を通じて、社会のサステナビリティの実現に貢献しています。

この活動を加速させるため、サステナビリティ委員会を設置し、体制の整備と情報開示の充実に取り組んでいます。

サステナビリティ委員会 事務局長
木村 克己

当社グループは、省エネリノベーション「エコキューブ」を通じて、中古住宅の環境負荷低減を加速させます。

今後はリノヴェックスマンションの「エコキューブ」導入率を拡大し、より高価格帯での積極展開に努めます。

インテリックスグループの

サステナビリティ推進

当社グループは「すべての人にリノベーションで豊かな生活を」というVISIONを掲げています。主軸事業である
リノベーションが果す役割は、単に中古住宅を改修することで機能や価値を再生するだけではありません。そこに

住む人々に対して、新たな住まい方、健康で豊かな暮らし、さらには環境負荷軽減に貢献する「エコキューブ」などの

普及を促進することにより、地球環境にやさしい生活を提案することこそが、当社グループの担う重要な役割

であると言えます。中期経営計画で掲げる「循環型リノベーションモデル」は、リノベーションを通じて循環型経済

の実現に貢献することのできる「新しいビジネスモデル」であり、当社グループが掲げるVISIONを実現するための
「成長戦略」でもあります。

循環型経済の実現にリノベーションで貢献

当社グループのサステナブルなビジネスは、多くの金融機関からも高い評価を受けています。

こうした金融機関との連携を通じ、財務基盤の強化を図りながら、サステナブルな事業活動を積極的に推進します。

組 成 総 額 15億円
アレンジャー 三井住友銀行
参加金融機関 3社

SDGs推進
シンジケートローン

サスティナビリティ・
リンクローン

既に、サステナビリティへの取り組みを加速させる取り組みを開始しています。取り組みの一環として、2022年
6月には取締役会の諮問機関として、代表取締役社長を委員長とする「サステナビリティ委員会」を設置しました。
この委員会を通じて、サステナビリティに関する方針、施策の策定、各種重要課題の検討などを行い、取締役会

に対して定期的に提言を行っていきます。

現在は環境課題への対応や情報開示の方法を考える「E（環境）グループ」と、社会関連の課題解決や人的資本の
充実、ガバナンス課題についての議論を深める「SG（社会・ガバナンス）グループ」に分かれて、直面するさまざまな
課題への対応策の立案・提言に取り組んでいます。

サステナビリティ委員会の始動

人的資本経営の重要性がクローズアップされている今、当社グループにおいても人的資本経営の一部である

『次世代人材の育成』や『エンゲージメント※の向上』は、サステナビリティ委員会の「SG（社会・ガバナンス）
グループ」にとって重要な課題であると認識しています。お客様に対して新たな価値を提案していく「循環型リノ

ベーションモデル」を推進していくうえでは、多くの部署での経験により広い見識を持ち、既存のビジネスに囚われ

ない新しい考え方や信念、そして社会課題解決に向けてグループ全体をリードできる人材が必要です。こうした

人材を一人でも多く育てることが、事業の現場を強くし、ひいては次世代の経営を担う人材を輩出することに

つながるものと考えています。
※エンゲージメント・・・従業員の勤務先・所属先に対する愛着や貢献の意志

次世代人材の育成が会社を強くする

2023年度
500戸

2024年度
650戸

2025年度
800戸

エコキューブ導入マンション
の販売目標

△250t－CO2

△525t－CO2

325t削減

400t削減

△975t－CO2

累計

2.8万本
累計
植林概算

CO2
削減量

6.5万本

11.1万本

3年累計1,950戸で杉の成木111ヘクタール（東京ドーム24個分）の植林効果
北海道大学大学院工学研究院　環境システム工学研究室　葛准教授の試算による。

CO2

CO2
CO2

CO2

当社グループのサステナブルな取り組みが対外的に
も評価され、成長のための資金調達枠を確保し、より
一層の財務基盤を強化

当社グループのサステナブルな取り組みが対外的に
も評価され、成長のための資金調達枠を確保し、より
一層の財務基盤を強化。

組 成 総 額 15億円
アレンジャー 三菱ＵＦＪ銀行
参加金融機関 6社

組 成 総 額 3億円
貸 付 人 京葉銀行

脱炭素推進支援
シンジケートローン

エコキューブによるCO2削減効果

サステナブル調達による成長資金の確保

省エネリノベーション「エコキューブ」や「FLIE」による
不動産のDX化といったSDGsにつながる取り組み
を強化するための資金需要に対応

定義：通常リフォーム→エコキューブ V1地域、延床面積65m2の集合住宅を想定 ①消費電力1,066kWh/年　②CO2排出量削減効果501kg/年　③杉の木換算57本分/戸
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Internet TV
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第2四半期期末

（単位：百万円）

科 目
前第2四半期 当第2四半期
2021年6月 1日～
2021年11月30日

2022年6月 1日～
2022年11月30日

営業活動によるキャッシュ・フロー △3,519 △2,378
投資活動によるキャッシュ・フロー △1,582 △1,794
財務活動によるキャッシュ・フロー 2,932 4,015
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,169 △157
現金及び現金同等物の期首残高 5,982 4,203
現金及び現金同等物の四半期末残高 3,812 4,045

当第2四半期の

1 2 3売上高 営業利益 自己資本比率

PO I N T PO I N T PO I N T

PO I N T

リノヴェックスマンション販売において物件仕入
価格や資材、工賃の上昇による売上原価増に
より売上総利益が減少し、加えて事業成長に向
けた広告宣伝費等の影響強により、営業利益は
前年同期に比べ66.3％の減少

リノヴェックスマンションの販売件数が前年同期
に比べ増加したのに加え、販売単価が15.1％と
大きく上昇したことを主たる要因として、売上高
は、前年同期比に比べ4.9％の増加

物件販売の拡充に向けて販売用不動産が前期
末より27.2％増加したことにより総資産が増加
し、その結果、自己資本比率は26.3％と前期末
より2.9ポイント低下

連結損益計算書（要旨）

連結キャッシュ・フロー計算書（要旨）

（単位：百万円）

科 目
前第2四半期 当第2四半期
2021年6月 1日～
2021年11月30日

2022年6月 1日～
2022年11月30日

売上高 17,089 17,927
売上原価 14,162 15,271
売上総利益 2,926 2,656
販売費及び一般管理費 2,365 2,467
営業利益 560 189
営業外収益 50 104
営業外費用 210 307
経常利益または、経営損失（△） 400 △13
特別利益 8 -
特別損失 30 1
税金等調整前四半期純利益または、
税金等調整前四半期純損失（△） 378 △15

法人税等 135 14
親会社株主に帰属する四半期純利益または、
親会社株主に帰属する四半期純損失（△） 242 △30

■リノヴェックスマンション販売戸数 ■親会社株主に帰属する当期純利益■売上高 ■自己資本比率■経常利益 ■1株当たり配当金

F i n a n c i a l  R e v i e w

数字で伝えるインテリックス

2022年11月30日現在

連結貸借対照表（要旨）
（単位：百万円）

科 目
前 期 当第2四半期

2022年5月31日現在 2022年11月30日現在

資産の部

流動資産 25,101 30,546
現金及び預金 4,428 4,274
たな卸資産 19,769 25,152
その他 902 1,120
固定資産 15,831 14,566
有形固定資産 13,848 12,373
無形固定資産 555 564
投資その他の資産 1,427 1,628
資産合計 40,932 45,112
負債の部

流動負債 18,775 21,978
短期借入金 12,417 14,265
1年内償還予定の社債 210 150
1年内返済予定の長期借入金 4,172 5,454
その他 1,975 2,108
固定負債 10,178 11,254
社債 100 50
長期借入金 9,463 10,579
その他 614 625
負債合計 28,953 33,233
純資産の部

株主資本 11,975 11,870
その他の包括利益累計額 △ 14 △ 10
非支配株主持分 18 18
純資産合計 11,978 11,878
負債純資産合計 40,932 45,112

事業年度 6月1日から翌年5月31日まで

定時株主総会 毎年8月に開催いたします。

基準日 定時株主総会の議決権：5月31日
期末配当： 5月31日
中間配当：11月30日
※ その他必要がある場合は、あらかじめ公告する一定の日    

公告方法 電子公告により行います。
ただし、電子公告によることができないやむを得ない事
由が生じた場合は、日本経済新聞に掲載いたします。

株主名簿管理人 三菱UFJ信託銀行株式会社

同連絡先 〒137-8081 新東京郵便局私書箱第29号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
電話：0120-232-711（通話料無料）

株主名 持株数
（株）

議決権比率
（％）

株式会社イーアライアンス 3,594,500 41.19 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 576,800 6.61 

インテリックス従業員持株会 192,200 2.20 

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC ISG (FE-AC) 124,736 1.43 

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 85,800 0.98 

内藤　征吾 82,800 0.95 

北沢産業株式会社 71,400 0.82 

北川　順子 63,700 0.73 

宇藤　秀樹 60,400 0.69 

THE BANK OF NEW YORK MELLON 140040 57,000 0.65 

株式の状況

発行可能株式総数 1,750万株

発行済株式の総数 8,932,100株

株主数 5,643名

大株主

役  員

取締役会長 山本　卓也 常勤監査役（社外） 大林　　彰

代表取締役社長 俊成　誠司 常勤監査役 鶴田　豊彦

取締役 執行役員 小山　　俊 監査役 江幡　　寛

取締役 執行役員 相馬　宏昭 監査役（社外） 飯村　修也

取締役 執行役員 能城　浩一

取締役 執行役員 石積　智之

取締役（筆頭社外） 村木　徹太郎

取締役（社外） 西名　武彦

取締役（社外） 冨田　尚子

会社概要

会社名 株式会社インテリックス
設立 1995年（平成7年）7月17日
所在地 〒150-0002

東京都渋谷区渋谷2-12-19
東建インターナショナルビル11F

上場市場 東京証券取引所プライム市場（証券コード 8940）
資本金 22億53百万円
代表者 代表取締役社長　俊成 誠司
従業員数 連結324名、単体224名
事業内容 不動産売買・不動産賃貸

不動産コンサルティング
免許番号 ［宅地建物取引業者免許］国土交通大臣（4） 第6392号

［不動産特定共同事業者許可］東京都知事 第97号
所属団体 一般社団法人 リノベーション協議会

公益社団法人 首都圏不動産公正取引協議会
一般社団法人 不動産流通経営協会
一般社団法人 全国住宅産業協会
一般社団法人 不動産証券化協会

営業拠点 渋谷・札幌・仙台・さいたま大宮・東京日本橋・横浜・名古屋・京都・
大阪・広島・福岡

グループ
会社

株式会社インテリックス空間設計
株式会社インテリックス住宅販売
株式会社インテリックスプロパティ
株式会社再生住宅パートナー
株式会社ＦＬＩＥ
株式会社ＴＥＩ Japan
株式会社リコシス

株主メモ 

（注1）自己株式（206,509株）を保有しておりますが、上記大株主から除外しております。

（注2）議決権比率は、自己株式を控除して計算しております。
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